






























育改革に取り組んできている。「1988 年教育改革法（The Education Reform Act 1988）」におい
て、学校経営に関する経営権限、特に財政権限が学校に（校長及び学校理事会に）委譲された。
これにより、学校が自律的に学校経営に取り組むことができる自律的学校経営（Local Management 
of Schools, LMS）が実現された。そして併せて、従来の視学制度を改編し、教育水準監査院（Office 








（Excellence in Schools）」の公表、1998年には「学校の水準と枠組みに関する1998年法（School 








ールリーダーカレッジ（National College for School Leadership, NCSL）５が設置され、教員
と学校管理職の育成のための研究開発及び研修等の拠点となった。そして、システムリーダーシ
ップ（System Leadership）６という考え方に基づく National Leaders of Education（NLE）や


































重要性（The Importance of Teaching）」において提言された１２。
TSA は、学校改善支援を行うという点では、従来からあった地方当局のアドバイザーや学校改





















































































ち、教員養成や教員の職能開発の拠点であるとともに、NLEやLLE、SLEやNational Leaders of 
Governance（NLG）などを通して、学校におけるリーダーシップ機能の開発及び学校への支援の拠
点としての機能が期待されている１９。
（3）TSAの事例 －Transform Teaching School Allianceを事例として－




TTSAの幹事学校であるSneinton C of E (Aided) Primary Schoolは150年以上の歴史を持つ
英国国教会立の慈善団体立学校（Voluntary Aided School）である。2002年に学校監査で最低の
評価であるspecial measureとなったが、新しく着任した校長の下で2007年にgood の評価とな














（School to School Support）、初任者研修及び採用（Initial Teacher Training and Recruitment）
の４つの領域において多様なプログラムを提供している。その内容は、参加者からのアンケート
やフィードバック等を踏まえて毎年見直されている。2019/20年度は、初任者プログラム（Early 
Career Framework）、教授学習、リーダーシップ、コーチングと支援（Coaching & Support）の４
つの項目に焦点化したプログラムを提供している。TTSAでは２つのメンバーシップ（プレミアム
メンバー（Premium member）と都度払いメンバー（Pay as You Go Membership））が用意されてお
り、それぞれにおいて受けることができるプログラムが設定されている（表２、表３）。
表２ プレミアムメンバーへの提供プログラム（2019/20年度）
初任者プログラム 教授学習 リーダーシップ コーチングと支援
新任教員への指導、育成、
よい実践の模範を示す


































































（注４）ミドルリーダー養成（National Professional Qualification for Middle Leadership, NPQML）、シ
ニアリーダー養成（National Professional Qualification for Senior Leadership, NPQSL）、校長
養成（National Professional Qualification for Headship, NPQH）、トップリーダー養成（National 




初任者プログラム 教授学習 リーダーシップ コーチングと支援































経費（１校あたり） 小規模（100人以下） 中規模（100～300人） 大規模（300人以上）
１年契約 850ポンド 2,200ポンド 2,800ポンド












































Centre for Leadership in Learningが提供しているIPCSL（International Professional
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改善パートナー（School Improvement Partners, SIPs）が国の事業として全国的に配置された
（植田みどり「地方教育行政における指導行政の在り方－イギリスのSIPs（School Improvement 
Partners）を通して－」『日本教育行政学会年報』第39号、2013年、80-96頁）。
３ 例えば、Excellence in Citiesがある。これは、1999年に導入されたもので、都市部等にお
ける学校の教授学習や生徒指導、リーダーシップの改善を促進させることを目的に、国が予算
を投入して、学校が複数の学校と協働的に取り組むための事業である。
４ David Hopkins, The Emergence of System Leadership, NCSL, 2009, p.２.
５ 設置当初は、準政府機関（Non-Departmental Pubic Body、所管省の一部でなく、日常業務の
遂行には政府の指揮、監督を受けない。職員は非公務員）として設置された。2013年にTeaching 
Agencyと統合して、エージェンシー（executive agency、所管省の一部として特定の行政サー
ビスを提供。職員は公務員）としてのNational College for Teaching Leadership（NCTL）に
改編された。その後2018年４月に教育省内のエージェンシーとしてのTeaching Regulation 
Agencyに改編され現在に至っている。
６ システムリーダーシップについては、Michael FullanのSystem Thinking（Michael Fullan,
System Thinking in Action : Moving beyond the Standards Plateau, DfE Innovation Unit / 
NCSL,2004、Michael Fullan, Leadership and Sustainability : System Thinkers in Action, 
SAGE Publication, 2005など）やDavid HopkinsのSystem Leader（David Hopkins and Rob Higham,
System Leadership : mapping the landscape, School Leadership in Management, Vol.27 No.





策と実践に影響を与える役割を担う人物」と定義する（Robert Hill, The importance of 
teaching and the role of system leadership, NCSL, 2011, p.3）。
８ DfE, The Importance of Teaching, 2010, pp.51-65.
９ 次の4つの報告書をとりまとめ、自己改善型学校システムについて理論的に整理した。
・Creating a self-improving school system, September 2010.
・Leading a self-improving school system, September 2011.
・A self-improving school system in international context, January 2012.
・A self-improving school system : towards maturity, October 2012.
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植田みどり：イギリスにおける優秀な取組を活用した教育支援サービスの展開


















ったと指摘されている（Ofsted, Improvements in London Schools 2000-06, 2006）。
１５ DfE, Evaluation of the City Challenge programme, 2012.
１６ David Hopkins, Creating the Self-Improving School System, NCTL, July 2010, p.18.
１７ スクールリーダーシップカレッジ（NCTL）とノッティンガム大学が共同で検証を行った。そ
の内容を、NCTL, The teaching schools evaluation : Emerging Issues from the Early 
Development of Case Study Teaching School Alliances, April 2014及びNCTL, Teaching 
Schools Evaluation Final Report, December 2015として公表した。
１８ https://tscouncil.org.uk/（2020年２月１日確認）。















る（HM Government, International education infographics: why the sector is important to 
the UK economy, July 2013、HM Government, International Education Strategy : global 
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２６ アルメニア（Leadership Development Programme, AyB Foudation）、エストニア（Early career 
head teachers study visit, Foundation Innove）、中国（Leadership development programme, 
Bright Scholar Education Group）、ミャンマー（British Council Myanmar High Education 
Project）、南東アジア（Alice Smith School、マレーシア）、オランダ（British International 
School）において事業を展開している。
２７ 福畠真治、佐々木織恵、大庭梓、栗田晃宏「専門職の学習共同体（PLC）の構成要因に関する
検討」『東京大学大学院教育学研究科教育行政学論叢』第37号、2017年、109-132頁に、これ
までの主要な国内外のPLC関係の研究を分析し、その構成要素の特徴を整理している。
